
関係法令 

独立行政法人通則法（平成十一年法第百三号）（抄） 

 

（定義）  

第二条 この法律において「独立行政法人」とは、国民生活及び社会経済の安定等の

公共上の見地から確実に実施されることが必要な事務及び事業であって、国が自ら

主体となって直接に実施する必要のないもののうち、民間の主体に委ねた場合には

必ずしも実施されないおそれがあるもの又は一の主体に独占して行わせることが

必要であるもの(以下この条において「公共上の事務等」という。)を効果的かつ効

率的に行わせるため、中期目標管理法人、国立研究開発法人又は行政執行法人とし

て、この法律及び個別法の定めるところにより設立される法人をいう。 

２ この法律において「中期目標管理法人」とは、公共上の事務等のうち、その特性

に照らし、一定の自主性及び自律性を発揮しつつ、中期的な視点に立って執行する

ことが求められるもの(国立研究開発法人が行うものを除く。)を国が中期的な期間

について定める業務運営に関する目標を達成するための計画に基づき行うことに

より、国民の需要に的確に対応した多様で良質なサービスの提供を通じた公共の利

益の増進を推進することを目的とする独立行政法人として、個別法で定めるものを

いう。 

３ この法律において「国立研究開発法人」とは、公共上の事務等のうち、その特性

に照らし、一定の自主性及び自律性を発揮しつつ、中長期的な視点に立って執行す

ることが求められる科学技術に関する試験、研究又は開発(以下「研究開発」とい

う。)に係るものを主要な業務として国が中長期的な期間について定める業務運営

に関する目標を達成するための計画に基づき行うことにより、我が国における科学

技術の水準の向上を通じた国民経済の健全な発展その他の公益に資するため研究

開発の最大限の成果を確保することを目的とする独立行政法人として、個別法で定

めるものをいう。 

４ この法律において「行政執行法人」とは、公共上の事務等のうち、その特性に照

らし、国の行政事務と密接に関連して行われる国の指示その他の国の相当な関与の

下に確実に執行することが求められるものを国が事業年度ごとに定める業務運営

に関する目標を達成するための計画に基づき行うことにより、その公共上の事務等

を正確かつ確実に執行することを目的とする独立行政法人として、個別法で定める

ものをいう。 

 

（役員）  

第十八条 各独立行政法人に、個別法で定めるところにより、役員として、法人の長

一人及び監事を置く。 

２ 各独立行政法人には、前項に規定する役員のほか、個別法で定めるところにより、

他の役員を置くことができる。 
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３ 各独立行政法人の法人の長の名称、前項に規定する役員の名称及び定数並びに監

事の定数は、個別法で定める。  

 

（役員及び職員の身分）  

第五十一条 行政執行法人の役員及び職員は、国家公務員とする。 

 

（役員の服務） 

第五十三条 行政執行法人の役員(以下この条から第五十六条まで及び第六十九条

において単に「役員」という。)は、職務上知ることのできた秘密を漏らしてはな

らない。その職を退いた後も、同様とする。 

２ 前項の規定は、次条第一項において準用する国家公務員法(昭和二十二年法律第

百二十号)第十八条の四及び次条第六項の規定により権限の委任を受けた再就職

等監視委員会で扱われる調査の際に求められる情報に関しては、適用しない。 

３ 役員は、前項の調査に際して再就職等監視委員会から陳述し、又は証言するこ

とを求められた場合には、正当な理由がないのにこれを拒んではならない。 

４ 役員は、在任中、政党その他の政治的団体の役員となり、又は積極的に政治運

動をしてはならない。 

５ 役員(非常勤の者を除く。次条において同じ。)は、在任中、任命権者の承認の

ある場合を除くほか、報酬を得て他の職務に従事し、又は営利事業を営み、その

他金銭上の利益を目的とする業務を行ってはならない。 

 

（役員の退職管理）  

第五十四条 国家公務員法第十八条の二第一項、第十八条の三第一項、第十八条の

四、第十八条の五第一項、第十八条の六、第百六条の二(第二項第三号を除く。)、

第百六条の三、第百六条の四及び第百六条の十六から第百六条の二十七までの規

定(これらの規定に係る罰則を含む。)、同法第百九条(第十四号から第十八号まで

に係る部分に限る。)並びに第百十二条の規定は、役員又は役員であった者につい

て準用する。この場合において、同法第十八条の二第一項中「採用試験の対象官

職及び種類並びに採用試験により確保すべき人材に関する事務、標準職務遂行能

力、採用昇任等基本方針、幹部職員の任用等に係る特例及び幹部候補育成課程に

関する事務(第三十三条第一項に規定する根本基準の実施につき必要な事務であ

つて、行政需要の変化に対応するために行う優れた人材の養成及び活用の確保に

関するものを含む。)、一般職の職員の給与に関する法律第六条の二第一項の規定

による指定職俸給表の適用を受ける職員の号俸の決定の方法並びに同法第八条第

一項の規定による職務の級の定数の設定及び改定に関する事務並びに職員の人事

評価(任用、給与、分限その他の人事管理の基礎とするために、職員がその職務を

遂行するに当たり発揮した能力及び挙げた業績を把握した上で行われる勤務成績
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の評価をいう。以下同じ。)、研修、能率、厚生、服務、退職管理等に関する事務

(第三条第二項の規定により人事院の所掌に属するものを除く。)」とあるのは「役

員の退職管理に関する事務」と、同法第十八条の三第一項及び第百六条の十六中

「第百六条の二から第百六条の四まで」とあるのは「独立行政法人通則法第五十

四条第一項において準用する第百六条の二から第百六条の四まで」と、同法第百

六条の二第二項及び第四項、第百六条の三第二項並びに第百六条の四第二項中「前

項」とあるのは「独立行政法人通則法第五十四条第一項において準用する前項」

と、同法第百六条の二第二項第二号及び第四項、第百六条の三第二項第一号、第

百六条の四第一項並びに第百六条の二十三第一項中「退職手当通算予定職員」と

あるのは「退職手当通算予定役員」と、同法第百六条の二第二項第二号中「独立

行政法人通則法第五十四条第一項において読み替えて準用する第四項に規定する

退職手当通算予定役員を同条第一項において準用する次項」とあるのは「第四項

に規定する退職手当通算予定職員を次項」と、同条第三項及び同法第百六条の二

十四第二項中「前項第二号」とあるのは「独立行政法人通則法第五十四条第一項

において準用する前項第二号」と、同法第百六条の二第四項中「第二項第二号」

とあるのは「独立行政法人通則法第五十四条第一項において準用する第二項第二

号」と、「選考による採用」とあるのは「任命」と、同法第百六条の三第二項第一

号中「前条第四項」とあるのは「独立行政法人通則法第五十四条第一項において

準用する前条第四項」と、同法第百六条の四第三項中「前二項」とあるのは「独

立行政法人通則法第五十四条第一項において準用する前二項」と、同条第四項中

「前三項」とあるのは「独立行政法人通則法第五十四条第一項において準用する

前三項」と、同条第五項中「前各項」とあるのは「独立行政法人通則法第五十四

条第一項において準用する前各項」と、同法第百六条の二十二中「第百六条の五」

とあるのは「独立行政法人通則法第五十四条第一項において準用する第百六条の

十六」と、同法第百六条の二十三第三項中「当該届出を行つた職員が管理又は監

督の地位にある職員の官職として政令で定めるものに就いている職員(以下「管理

職職員」という。)である場合には、速やかに」とあるのは「速やかに」と、同法

第百六条の二十四中「前条第一項」とあるのは「独立行政法人通則法第五十四条

第一項において準用する前条第一項」と、同法第百九条第十八号中「第十四号か

ら前号までに掲げる再就職者から要求又は依頼(独立行政法人通則法第五十四条

第一項において準用する第十四号から前号まで」とあるのは「独立行政法人通則

法第五十四条第一項において準用する第十四号から前号までに掲げる再就職者か

ら要求又は依頼(第十四号から前号まで」と、同法第百十二条第一号中「第百六条

の二第一項」とあるのは「独立行政法人通則法第五十四条第一項において準用す

る第百六条の二第一項」と、同法第百十三条第一号中「第百六条の四第一項から

第四項まで」とあるのは「独立行政法人通則法第五十四条第一項において準用す

る第百六条の四第一項から第四項まで」と、同条第二号中「第百六条の二十四第
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一項」とあるのは「独立行政法人通則法第五十四条第一項において準用する第百

六条の二十四第一項」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政

令で定める。 

２ 内閣総理大臣は、前項において準用する国家公務員法第十八条の三第一項の調

査に関し必要があるときは、証人を喚問し、又は調査すべき事項に関係があると

認められる書類若しくはその写しの提出を求めることができる。 

３ 内閣総理大臣は、第一項において準用する国家公務員法第十八条の三第一項の

調査に関し必要があると認めるときは、当該調査の対象である役員若しくは役員

であった者に出頭を求めて質問し、又は当該役員の勤務する場所(役員として勤務

していた場所を含む。)に立ち入り、帳簿、書類その他の必要な物件を検査し、若

しくは関係人に質問することができる。 

４ 前項の規定により立入検査をする者は、その身分を示す証明書を携帯し、関係

人にこれを提示しなければならない。 

５ 第三項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解

してはならない。 

６ 内閣総理大臣は、第二項及び第三項の規定による権限を再就職等監視委員会に

委任する。 

 

第七章 罰則  

第六十九条 次の各号のいずれかに該当する者は、三年以下の懲役又は百万円以下

の罰金に処する。次の各号に規定する行為を企て、命じ、故意にこれを容認し、

唆し、又はその幇(ほう)助をした者も、同様とする。 

一 正当な理由がないのに第五十三条第三項の規定に違反して陳述し、又は証言

することを拒んだ者 

二 第五十四条第二項の規定により証人として喚問を受け虚偽の陳述をした者 

三 第五十四条第二項の規定により証人として喚問を受け正当な理由がないのに

これに応じず、又は同項の規定により書類若しくはその写しの提出を求められ

正当な理由がないのにこれに応じなかった者 

四 第五十四条第二項の規定により書類又はその写しの提出を求められ、虚偽の

事項を記載した書類又は写しを提出した者 

五 第五十四条第三項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質

問に対して陳述をせず、若しくは虚偽の陳述をした者(同条第一項において準用

する国家公務員法第十八条の三第一項の調査の対象である役員又は役員であっ

た者を除く。)  
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